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土地 
建物 
構築物 
教育研究用機器備品
その他の機器備品
図書 
車輌 
建設仮勘定 
    

借地権 
電話加入権 
施設利用権 
差入保証金
有価証券
中等教育学校校舎等建設引当資産 
震災対応校舎等建替引当資産
第3号基本金引当資産
 
現金預金
未収入金
 

退職給与引当金 
    

未払金 
前受金
預り金 
   

第1号基本金 
第2号基本金 
第3号基本金 
第4号基本金 
    
翌年度繰越消費支出超過額

固定資産   
有形固定資産 

　

    

その他の固定資産  

流動資産 

資産の部合計   
固定負債 

流動負債 

負債の部合計
基本金   

消費収支差額

負債の部、基本金の部及び
消費収支差額の部合計

△1,097,640

393,774
0

921,261
△19,655
△17,627
△11,551
44,714
△1,420

△521,948

△1,491,414
0
0

△651
2

△609,500
0

△881,265
0

567,649
638,626
△70,976
△529,991

13,708
13,708

△218,414
△231,882
13,058
410

△204,706

△185,160
696,104

△881,265
0
0

△140,124
△140,124

△529,991

23,480,803

21,552,988
4,582,206
13,333,010
929,107
538,626
43,071

2,125,770
1,198

0

1,927,815
15,563
5,017
6,465

600,031
801,700
497,839

0
1,200

4,359,729
3,880,878
478,850

27,840,532

710,769
710,769

817,559
78,356
738,793

410
1,528,328

35,334,048
34,395,224
497,839
1,200

439,785
△9,021,844
△9,021,844

27,840,532

24,578,443

21,159,214
4,582,206
12,411,749
948,762
556,253
54,622

2,081,056
2,618

521,948

3,419,229
15,563
5,017
7,116

600,029
1,411,200
497,839
881,265
1,200

3,792,080
3,242,253
549,827

28,370,523

697,061
697,061

1,035,973
310,238
725,735

0
1,733,034

35,519,208
33,699,120
1,379,104

1,200
439,785

△8,881,720
△8,881,720

28,370,523

（単位：千円）
増　減2013年度末 2012年度末区　分

借地権、電話加入権、施設利用
権、長期に保有する有価証券、
基本金引当資産など

その他の固定資産

現金預金、未収入金、立替金など

流動資産

貸借対照表日後１年を超えて使
用される資産で、土地、建物、
構築物、教育研究用・その他の
機器備品、図書、車輌など

有形固定資産

退職給与引当金、学校債（発行
している場合）、長期借入金
（その期限が賃借対照表日後1
年を超えて到来するもの）など

固定負債

■第1号基本金
学校法人が設立当初に取得し
た固定資産で教育の用に供さ
れるものの価額または新たな
学校の設置若しくは既設の学
校の規模の拡大若しくは教育
の充実向上のために取得した
固定資産の価額
■第2号基本金
学校法人が新たな学校の設置
または既設の学校の規模の拡
大若しくは教育の充実向上の
ために将来取得する固定資産
の取得に充てる金銭その他の
資産の額
■第3号基本金
基金として継続的に保持し、
かつ、運用する金銭その他の
資産の額
■第4号基本金
恒常的に保持すべき資金とし
て文部科学大臣の定める額

基本金

※百円の位を四捨五入し、千円単位で表記

土地
建物
図書
教具・校具・備品
その他
現金預金
その他

116,933.530㎡

87,056.38㎡

408,791冊

28,224点

4,582,206

14,262,117

2,125,770

581,697

28,243

3,880,878

2,379,621

0

27,840,532

基本財産

運用財産

収益事業用財産
資産総額 　

長期借入金
その他
短期借入金
その他

　　　　　　　
0

710,769
0

817,559
1,528,328
26,312,204

固定負債

流動負債

負債総額

資産額

負債額

正味財産（資産総額-負債総額）

区　分 金　額
（単位：千円）

学校法人会計について 貸 借 対 照 表  2014 年 3 月 31 日

2013 年度決算について
財産目録 2014 年 3 月 31 日

　学校法人の目的は学校を運営して教育・研究等の諸活動を遂行することにあり、営利や利潤の追求を目的とする企業会計とは
その性質が異なります。企業会計では、売上と費用から利益を明らかにすることが求められていますが、学校会計では、収入を
いかに効率的にかつ適切に教育・研究等の諸活動に充当したかを明らかにすることが求められています。
　これは、学校法人の目的もさることながら、学校法人の収入のほとんどが、学生生徒納付金や補助金等で成り立っていること
から、出資者に相当する学生（保護者）や国（国民）に対し、収入が教育・研究等の諸活動に効率的かつ適切に支出されたこと
を説明する必要があるためです。
　このため、学校法人は、「学校法人会計基準」に基づき会計処理を行い、「資金収支計算書」「消費収支計算書」「貸借対照表」
等の計算書類を作成して、その財務状況および財政状態を広く開示することが求められています。

　貸借対照表は、学校法人の年度末の財政状態を表します。
　資産の部は、学校法人の所有する財産を示し、負債・基本金・消費収支差額の部は、財産の調達財源を示します。
本学の 2013 年度末の資産規模は 278 億円で、前年度より5 億 2 千万円の減少となりました。
　主な増減理由としては、有形固定資産、その他の固定資産において、東日本大震災被災復旧事業としての常磐大学高等
学校校舎建替工事の完了を主因としての増減がありました。他には有価証券の減少が挙げられますが、これは為替変動に
よる期限前償還によるもので、その結果、流動資産の現金預金が増額となっています。

　財産目録は 2013 度末における本学の財産と債務を記載した目録です。2013 年度末の資産総額は 278 億円、負債
総額は15 億円で正味財産は 263 億円となっています。
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 給与

  退職金

教育研究経費

管理経費

資産処分差額

徴収不能引当金繰入額

予備費

消費支出の部合計 

当年度消費支出超過額（△）

前年度繰越消費支出超過額（△）

翌年度繰越消費支出超過額（△）  

消費収入の部

消費支出の部

差　異2013年度予算 2013年度決算科　目

差　異2013年度予算 2013年度決算科　目

学生生徒等納付金  

手数料  

寄付金  

補助金 

　（国庫補助金） 

　（地方公共団体補助金）  

資産運用収入  

資産売却差額

事業収入  

雑収入  

帰属収入合計  

基本金組入額合計  

消費収入の部合計  

3,930,429

73,597

10,000

853,723

403,598

450,125

26,395

90,000

59,716

197,680

5,241,540

△221,912

5,019,628

3,904,548

82,847

21,587

984,837

505,779

479,058

136,380

90,651

70,650

232,972

5,524,473

185,160

5,709,634

25,881

△9,250

△11,587

△131,114

△102,181

△28,933

△109,985

△651

△10,934

△35,292

△282,933

△407,072

△690,006

3,423,369

203,026

2,000,446

593,784

0

0

30,000

6,250,625

△1,230,997

△8,881,720

△10,112,717

3,257,536

251,965

1,813,754

509,996

12,812

3,695

0

5,849,758

△140,124

△8,881,720

△9,021,844

165,833

△48,939

186,692

83,788

△12,812

△3,695

30,000

400,867

（単位：千円）

（単位：千円）

人件費

学校法人の負債とならない収入
のことで、学生生徒納付金や補
助金など、消費収入科目の合計

帰属収入

資産の帳簿残高が当該資産の
売却収入金額を超える場合の
その超過額をいい、除却損ま
たは廃棄損を含む

資産処分差額

徴収不能見込額を当年度の支出
として計上したもの

徴収不能
引当金繰入額

預金等の利息、施設設備利用
料など

資産運用収入

入学検定料、試験料、証明手
数料など

手数料収入

教員人件費、職員人件費、役員
報酬、退職金など

人件費支出

補助活動収入（食堂、寄宿舎等
教育活動に付随する活動に係
る収入）、受託事業収入（外部
から受託を受けた試験、研究等
による収入）など

事業収入

土地、建物等の現物寄付金を
除く

寄付金収入

教育研究諸活動の維持・継続
のための支出

教育研究経費

有価証券等の売却収入が当該
資産の帳簿残高を超える場合
の超過額

資産売却差額

※百円の位を四捨五入し、千円単位で表記

支出の部

2013年度予算科　目

差　異2013年度予算 2013年度決算科　目

学生生徒等納付金収入 
手数料収入 
寄付金収入 
補助金収入 
　（国庫補助金収入） 

　（地方公共団体補助金収入） 

資産運用収入 
資産売却収入 
事業収入 
雑収入 
小           計 
前受金収入 
その他の収入 
資金収入調整勘定 
前年度繰越支払資金 
収入の部合計 

 給与支出
 退職金支出
教育研究経費支出 
管理経費支出 
施設関係支出 
設備関係支出  
小           計 
その他の支出 
予備費 
資金支出調整勘定 
次年度繰越支払資金 
支出の部合計 

人件費

3,930,429
73,597
10,000
853,723
403,598
450,125
26,395
300,000
59,716
197,680

5,451,540
744,344
2,031,091
△725,735
3,242,253
10,743,493

3,904,548
82,847
16,137
984,837
505,779
479,058
136,380
701,208
70,650
232,972
6,129,579
738,793
1,431,502

△1,208,280
3,242,253
10,333,847

25,881
△9,250
△6,137
△131,114
△102,181
△28,933
△109,985
△401,208
△10,934
△35,292
△678,039

5,551
599,589
482,545

0
409,646

3,423,369
192,742

1,360,483
498,805
1,050,415
127,448

6,653,262
1,110,238
30,000

0
2,949,993
10,743,493

3,257,536
238,257
1,183,628
410,172

1,025,516
105,975
6,221,084
310,240

0
△78,356
3,880,878
10,333,847

165,833
△45,515
176,855
88,633
24,899
21,473
432,178
799,998
30,000
78,356

△930,886
409,646

（単位：千円）

収入の部 （単位：千円）
差　異2013年度決算

教育研究活動のために支出す
る経費（学生生徒等を募集する
ために支出する経費を除く）

教育研究
経費支出

教育研究以外の活動のために
支出する経費

管理経費支出

当該年度未時点での現預金の
残高

次年度繰越
支払資金

国や地方公共団体からの補助
金など

補助金収入

不動産売却収入、有価証券売
却収入など（固定資産に含まれ
ない物品の売却収入を除く）

資産売却収入

当年度の活動に係る収入につ
いて、前年度以前および翌年度
以降の収入となっているものを
調整するための科目

資金収入
調整勘定

土地、建物、構築物、建設仮勘定
（建物および構築物が完成する
までの支出）など

施設関係支出

授業料、入学金、実験実習料、
施設拡充費など

学生生徒等
納付金収入

翌年度の学生生徒等に係る授業
料、入学金、実験実習料、施設拡
充費など

前受金収入

前年度末時点での現預金の
残高

前年度繰越
支払資金

教育研究用・その他の機器備品、
図書、車輌など

設備関係支出

※百円の位を四捨五入し、千円単位で表記

2013 年度決算について
資金収支計算書 2013 年 4 月 1日から 2014 年 3 月 31日まで 消費収支計算書 2013 年 4 月 1日から 2014 年 3 月 31日まで

　資金収支計算書は、学校法人の1年間の活動に対応する収入と支出の内容と支払資金の顛末を表します。2013 年度の
資金収支規模は、103 億 3 千万円となり、主な収入項目としては学生生徒等納付金収入 39 億円、補助金収入 9 億 8 千万円、
前受金収入 7 億 3 千万円などがあり、支出項目としては人件費支出 34 億 9 千万円、教育研究費支出11億 8 千万円、管
理経費 4 億1千万円 などがあります。次年度への繰越資金は、前年度より6 億 3 千万円増加し、38 億 8 千万円となりました。

　消費収支計算書は、学校法人の1年間の消費収入・消費支出の内容とこれらの均衡の状態を表します。2013 年度の
消費収入は 57 億円、消費支出は 58 億 4 千万円で、消費支出超過額は1億 4 千万円となりました。

財
務
状
況
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【経営の状況】消費収支計算書関係比率（法人全体）

【財政の状態】貸借対照表関係比率（法人全体）

※貸借対照表（法人全体）を用いて過去3年分の比率を算出。　※「総資金」は負債＋基本金＋消費収支差額を、「自己資金」は基本金＋消費収支差額を表す。

基本金組入率

補助金比率

学生生徒等
納付金比率

帰属収支差額比率

管理経費比率

教育研究経費比率

人件費比率
人件費総額の帰属収入に占める
割合を示す。

教育研究活動の維持・発展に関
する経費の帰属収入に占める割
合を示す。

学校法人運営上必要となる経費
の帰属収入に占める割合を示す。

帰属収支差額の帰属収入に対
する割合で、収支状況を示す。

自己財源である学生生徒等納付金
の帰属収入に占める割合で、安定
的に推移していることが望ましい。

国及び地方公共団体からの補
助金の帰属収入に占める割合
を示す。

学校法人の諸活動に不可欠な
資産の充実のためにどれだけ基
本金に組入れたかを示す。

自己資金の総資金に占める割
合で、財政的な経営の安定性
を示す。

固定資産取得にどの程度自己資金が導
入されているかの指標で、100%以下であ
れば、自己資金で賄っていることを示す。

短期的な支払能力を示すもので、
一般的な判断基準として200％超
であれば優良とみなされている。

総資産に対する他人資金（総負
債）の比重を示す。

組入れた基本金の比率を示し、
100％に近いほど未組入がない
ことを示す。

自己資金構成比率　

固定比率

流動比率

総負債比率

基本金比率

自己資金
総資金

固定資産
自己資金

流動資産
流動負債

基本金
基本金要組入額

総負債
総資産

-3.4
16.8

4.7

-5.9
-10.4
0.1

9.2
9.7
10.2

17.8
18.0
26.0

32.8
35.0
31.5

63.5

63.6
57.4

70.7
73.7

67.0

5.5
6.1
6.2

533.3
366.0

435.2

89.2
92.3
89.5

94.5
93.9
93.8

100.0

99.9
100.0

0% 100% 200% 300% 400% 500%

2012年度 2013年度2011年度

2012年度 2013年度2011年度

0% 50% 100%

人件費
帰属収入

教育研究経費
帰属収入

管理経費
帰属収入

学生生徒等納付金
帰属収入

基本金組入額
帰属収入

補助金
帰属収入

帰属収入-消費支出
帰属収入

算式（＊100）

2011年度 2012年度 2013年度

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

4,200

4,0000

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

雑収入

事業収入

資産運用収入

補助金

寄付金

手数料

学生生徒等納付金

学生数

（単位：千円） （単位：人）

6,340,565千円

5,520,246千円 5,524,473千円

4,554人

4,370人 4,219人

2013 年度決算について
各種比率等一覧 帰属収入と学生数の推移

財務状況総括
　2013 年度決算における消費収支計算書の予算との対比では、収入面で学生生徒等納付金が予算額を若干下回ったものの、
補助金や資産運用収入、事業収入が増収となり、帰属収入全体では 2 億 8 千万円の増収となりました。また、支出面では、
継続的な経費抑制の実施により、主要項目である人件費や教育研究経費、管理経費が予算額を下回り、消費支出全体で 4 億円
の改善（支出減）となりました。その中で、教育研究経費については引き続き法人全体として高い水準（32.8％）を維持しており、
教育環境の充実（教育の質保証）に向けた取り組みの結果が表れています。ただし、消費収支差額は、予算との対比では改善し
たものの1億 4 千万円の支出超過であり、帰属収支差額も大きく支出超過となっていることから、これまでに引き続き、その改
善が大きな課題であります。
　学校法人を取巻く環境は、今後も厳しい状況が予想され、相対的な財務比率においても取り組むべき課題が多くありますが、
本学は1997 年度以降借入金なしでの経営を継続しており、総負債比率 5.5％（昨年度 6.1％）、短期的支払能力を示す流動比率
533.3%（昨年度 366.0％）、経営の安定性を示す自己資本構成比率 94.5％（昨年度 93.9％）等から見ても、健全な経営状態
にあると言えます。
　本学では、社会環境の変化や学校法人の社会的使命を再認識し、教育環境の維持向上、地域貢献につながる優れた研究の
推進を実現するために、今後も更なる支出の適性管理を図るとともに、健全で持続性のある財務基盤の確立を目指して取り組
む所存です。
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